
 

（単位：百万円、％）

令和４年度 令和３年度 増減額 比較

当初予算 ６月現計

① ② ①-②=③ ①/②

県　　税　　① 885,936 814,644 71,292 108.8

地方譲与税　② 113,668 72,268 41,400 157.3

地方特例交付金　③ 2,700 6,000 ▲3,300 45.0

〔271,000〕 〔349,000〕 〔▲78,000〕 〔77.7〕

地方交付税 181,000 196,000 ▲15,000 92.3

180,000 195,000 ▲15,000 92.3

1,000 1,000 100.0

交通安全対策特別交付金 1,300 1,300 100.0

7,714 9,500 ▲1,786 81.2

29,451 29,879 ▲428 98.6

国庫支出金　⑤ 269,381 508,414 ▲239,033 53.0

財産収入 1,193 1,441 ▲248 82.8

寄附金 6 4 2 150.0

繰　入　金　⑥ 66,131 64,863 1,268 102.0

諸収入 440,299 481,006 ▲40,707 91.5

県　　債　⑦ 178,486 239,284 ▲60,798 74.6

88,486 86,284 2,202 102.6

90,000 153,000 ▲63,000 58.8

2,177,265 2,424,603 ▲247,338 89.8

区分

〔臨時財政対策債を含む
　実質的な地方交付税〕

普通交付税

特別交付税

合　　計

分担金・負担金

使用料・手数料

建設地方債

臨時財政対策債

④

Ⅲ 一般会計の状況  
 
１ 歳入の状況 
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[概要] 

①  県税については、景気回復に伴う企業収益や個人所得の増加により、法人二税で

約３２９億円、個人県民税で約１１４億円の増額となるほか、国内消費の回復等に

より地方消費税が約２５２億円増額となることから、全体では約７１３億円の増額

を見込んでいます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

②  地方譲与税についても法人二税と同様、企業の業績回復に伴い、特別法人   

事業譲与税で４１４億円の増額を見込んでいます。 

③  地方特例交付金については、自動車税環境性能割の臨時的軽減措置の終了に伴い、

その減収分を補てんする交付金も減となることから、３３億円の減額を見込んで 

います。 

④  臨時財政対策債を含む実質的な地方交付税については、県税収入や地方譲与税の

大幅な増などを踏まえ、７８０億円の減額を見込んでいます。 

⑤  国庫支出金については、営業時間短縮要請に伴う飲食店等への協力金などの  

感染症対応に係る国の交付金が減となることから、約２，３９０億円の減額と  

なっています。 

⑥  繰入金については、災害の予防などに災害復興・地域再生基金を活用するほか、

収支差解消のため、財政調整基金を４４４億円活用するなどした結果、約１３億円

の増額となっています。 

⑦  県債については、建設地方債が２２億円の増額となる一方、臨時財政対策債で  

６３０億円の減額を見込み、全体では約６０８億円の減額となっています。 

  

R4 R3 差引

164,020 131,087 32,933

法人事業税 149,868 118,860 31,008

法人県民税 14,152 12,227 1,925

個人県民税 270,820 259,456 11,364

地方消費税 296,055 270,834 25,221

不動産取得税 15,587 16,598 ▲ 1,011

自動車税（環境性能割） 6,364 5,075 1,289

自動車税（種別割） 73,312 73,401 ▲ 89

軽油引取税 39,088 38,592 496

20,690 19,601 1,089

885,936 814,644 71,292

（単位：百万円）

区分

法人二税

その他

合計
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（単位：百万円、％）

令和４年度 令和３年度 増減額 比較

当初予算 ６月現計

① ② ①-②=③ ①/②

人　件　費　① 517,052 525,847 ▲ 8,795 98.3

　〔うち退職手当〕 〔41,826〕 〔43,466〕 〔▲1,640〕 〔96.2〕

69,274 68,208 1,066 101.6

330,540 336,560 ▲ 6,020 98.2

〔212,675〕 〔215,438〕 〔▲2,763〕 〔98.7〕

117,238 121,079 ▲ 3,841 96.8

物　件　費 52,605 44,011 8,594 119.5

維持補修費 5,544 5,357 187 103.5

社会保障費　② 332,984 322,391 10,593 103.3

投資的経費　③ 173,917 181,471 ▲ 7,554 95.8

普通建設 157,686 161,220 ▲ 3,534 97.8

補助 85,339 90,423 ▲ 5,084 94.4

単独 72,347 70,797 1,550 102.2

受託 400 490 ▲ 90 81.6

災害 2,132 2,800 ▲ 668 76.1

直轄 13,699 16,961 ▲ 3,262 80.8

851,047 1,105,972 ▲ 254,925 77.0

17,835 15,211 2,624 117.3

142,484 156,624 ▲ 14,140 91.0

219,388 417,728 ▲ 198,340 52.5

うち税交付金 196,969 175,169 21,800 112.4

52,691 57,202 ▲ 4,511 92.1

401,664 441,669 ▲ 40,005 90.9

16,985 17,538 ▲ 553 96.8

公　債　費　⑤ 231,350 227,352 3,998 101.8

積　立　金 7,782 4,911 2,871 158.5

繰　出　金　 2,984 5,291 ▲ 2,307 56.4

予　備　費 2,000 2,000 100.0

2,177,265 2,424,603 ▲ 247,338 89.8

区　分

知事部局

教育庁

　〔うち小中学校教職員〕

警察本部

合　　計

そ の 他
消費的経費　④

負担金

補助金

交付金

委託料

貸付金

その他

２ 歳出の状況 
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[概要]  

①  人件費については、令和３年度人事委員会勧告に伴う給与改定による減のほか、

教職員や警察職員について退職者数の減が見込まれることなどから、約８８億円の

減となっています。 

 

 

 

 

②  社会保障費については、引き続き、高齢化の進展等に伴う介護給付費県負担金や

後期高齢者医療給付費負担金の増などのほか、障害のある方々のサービス利用の 

増加などに伴い、障害者自立支援給付費負担金や障害児通所給付費負担金などが 

増加していることから、約１０６億円の増額となっています。 

 

 

 

 

③  投資的経費については、道路ネットワークなどの社会基盤整備や一宮川流域の 

浸水対策などの防災減災対策を進めていく一方で、感染症対応に係る医療機関の 

設備整備への助成が減少していることなどから、約７６億円の減額となっています。 

 

 

 

 

④  その他消費的経費については、県税収入の増に伴い税関係交付金が約２１８億円

の増額となる一方で、営業時間短縮要請に伴う飲食店等への協力金などの感染症 

対応事業が減となっていることから、全体では約２，５４９億円の減額となって 

います。 

 

 

 

 

⑤  公債費については、元金償還や将来の償還に備えた県債管理基金への積立金が 

増加しているため、約４０億円の増額となっています。 
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３ 地方債の状況 

 

（１） 県債発行の状況 

 

（単位：億円） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注 臨時財政対策債等：臨時財政対策債、減税補てん債、減収補てん債 

 
 
○ 令和４年度の県債の発行額は１，７８５億円であり、臨時財政対策債が減となっていること

から、前年度と比べ６０８億円の減となっています。 
 
○ 建設地方債は、特別支援学校整備事業や老人福祉施設整備事業補助などが減となる一方で、

道路ネットワーク事業や県立学校長寿命化対策事業などが増となることから、２２億円の増

となっています。 
 

  

区  分 

令和４年度 

当初予算 

(Ａ) 

令和３年度 

６月補正予算 

(Ｂ) 

 

増減 

(Ａ)－(Ｂ) 

建 設 地 方 債 ① 885 863 22 

臨時財政対策債等② 900 1,530 ▲630 

計(①＋②） 1,785 2,393 ▲608 
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（２） 県債残高の状況 

 

（単位：億円）  

区    分 
令和元年度 

 

令和2年度 

 

令和3年度 

（ア） 

令和4年度 

（イ） 

増 減 

（イ）－（ア） 

建 設 地 方 債 等 ① 13,163 12,981 12,813 12,679 ▲134 

 建 設 地 方 債 12,457 12,318 12,192 12,101 ▲91 

 退 職 手 当 債 706 663 621 578 ▲43 

臨 時 財 政 対 策 債 等 ② 17,472 17,739 17,976 17,775 ▲201 

計（①＋②） 30,635 30,720 30,789 30,454 ▲335 

（参考）満期一括償還   

の た め の 積 立 金 残 高 
5,339 5,692 6,886 7,448 562 

 
注１  満期一括償還分の積立金残高を控除した実質的な地方債残高 

２  臨時財政対策債等：臨時財政対策債、減税補てん債、減収補てん債 

３  令和２年度までは決算額、令和３年度は２月補正後見込み 

 
 

○ 令和４年度末の県債残高（満期一括償還分の積立金を除く実質残高）は、        

３兆４５４億円となる見込みです。 
 

○ 建設地方債等の残高については、過去に発行した建設地方債の償還が進むことにより、  

前年度と比べ１３４億円減少する見込みです。 
 

○ また、令和４年度は、臨時財政対策債の新規発行額が減少することから、臨時財政対策債等

の残高についても、前年度と比べ２０１億円減少する見込みです。 
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